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諮問第８４号 

答   申 

第１ 審査会の結論 

   福島県教育委員会（以下「実施機関」という。）が、平成２１年３月２６日付け２

０教財第９８３号で行った公文書不開示決定は妥当ではなく、対象となる公文書を開

示すべきである。 

 

第２ 異議申立てに係る経過 

 １ 異議申立人は２００９年３月１２日付けで、福島県情報公開条例（平成１２年   

福島県条例第５号。以下「条例」という。）第５条の規定により、実施機関に対して

「県立高校の授業料免除適用者に関し、高校別にみた適用人数と免除比率がわかる文

書」との内容で開示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。 

 ２ これに対して実施機関は、平成２１年３月２６日付けで、条例第７条第２号を適用

し、「高等学校ごとの授業料免除状況を開示することで、在籍する生徒の家庭の所得

傾向が明らかになり、特定の個人の所得状況は明らかにならないものの、免除対象者

が多い高等学校の在籍者は所得が低い保護者が多いといった、他人に知られたくない

財産の情報が公になることで、当該高等学校に在籍する生徒やその保護者に関する名

誉及びプライバシーが損なわれ、あわせて対象者の権利利益を害するおそれがあるた

め。」との理由を付して不開示決定（以下「本件処分」という。）を行い、異議申立

人に通知した。 

 ３ 異議申立人は、平成２１年５月２５日付けで、行政不服審査法（昭和３７年法律第  

１６０号）第６条の規定により、本件処分を不服として、実施機関に対し異議申立書

を提出した。 

 

第３ 異議申立人の主張 

 １ 異議申立ての趣旨 

   異議申立ての趣旨は、本件処分を取消し、対象となる公文書の開示を求めるという  

ものである。 

 ２ 異議申立ての理由 

   異議申立ての理由は、異議申立書、意見書及び口頭による意見陳述を総合すると次  

のとおりである。 

  (1) 本件開示請求は、教育格差の議論が高まる中、教育を均等に受ける機会の確保と

いう観点から、県内の高校別の授業料免除の状況と保護者の所得状況の関連性を把

握するため、県教育に関する情報の共有を求めて行ったものである。 

  (2) 授業料免除の情報は経済的理由だけでなく、休学や留学による場合もあり、とり

わけ個人の名誉を害するおそれがある情報とは考えられない。 

     高校別の偏差値や特定大学への合格者数など、特定集団の様々な情報が社会一般
に明らかになっている中で、特定集団に属する者の情報というだけで、個人の名誉

を害するとは言えない。 
条例が開示義務の例外規定とするのはあくまで「個人の権利利益を害するおそ
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れ」であり、高校の「特定集団の権利利益」ではなく、今回開示を求める高校別の

情報が、個人の権利利益を害するおそれがあるとは言えない。  

    (3) 対象公文書が建制順に作られていても、開示の際に無作為に並べたり、学校名を
秘して免除率の数値順に並べたりすれば、高校名の特定を防ぐことは可能であり、

条例８条の趣旨からも部分開示すら適当でないとの理由は認められない。  

    (4) 実施機関が７方部別という特定地区に関する情報は開示し、高校という特定集団
に関する情報を開示しないのは整合性がない。 

        個人の特定のしやすさの違いにより開示・不開示を判断しているようであるが、
なぜ地区別だと生徒やその保護者の利益を害するおそれは少ないと判断し、高校別

だと害するおそれがあるのか、その理由を明確に説明していただきたい。  

 

第４ 実施機関の説明要旨 

   実施機関が本件対象公文書を不開示とした理由は、不開示決定理由説明書及び口頭  

による理由説明を総合すると次のとおりである。 

 １ 本件対象公文書等について 

    異議申立人が開示を求めている「県立高校の授業料免除適用者に関し、高校別にみ
た適用人数と免除比率がわかる文書」とは「平成１９年度授業料免除実績（高校別）」

（以下「対象公文書」という。）がこれにあたると考える。 

   対象公文書は、県立高等学校の授業料の収入状況を把握し、次年度の予算要求の際  

の資料とするために作成しているものであり、公開することを前提に作成された公  

文書ではない。 

 ２ 条例第７条第２号の該当性について 

     以下のとおり、条例第７条第２号本文に該当すると認められるとともに、その内容
及び性質からみて条例第７条第２号ただし書のいずれにも該当しない。 

  (1) 同号本文の該当性 

      対象公文書に記載されている情報を公開することにより、特定の個人の所得状
況は明らかにならないものの、免除率が多い高校に在籍する生徒の保護者は所得

が低い人が多いといった、特定の集団に属する者に関する情報が明らかになり、

当該高校に在籍する生徒や保護者に関する名誉及びプライバシーが損なわれ、あ

わせて対象者の権利利益を害することから、同号本文の不開示情報に該当する。 

  (2) 同号ただし書の該当性 

     対象公文書は、公開されることを前提に作成されたものではなく、法令等の規定

により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報ではない

ため、ただし書アには該当しない。 

       次に、対象公文書に記載されている情報は、人の生命、健康、生活又は財産を保

護するために公にすることが必要である情報とは認められず、ただし書イには該当

しない。 

       最後に、対象公文書に記載されている情報は、公務員等がその事務を遂行したこ

とにより記録された職務の遂行に係る情報ではないことから、ただし書ウには該当

しない。 
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 ３ 条例第８条の該当性について 

   異議申立人は、学校名を秘すなどして高校を特定できない形式で、部分開示するこ

とは可能ではないかと主張するが、高校別の文書は建制順に作成されており、高校名

を一部不開示としたとしても他の情報と照合することにより、高校名が特定されるお

それがあることから部分開示することは適当でない。 

 ４ その他 

    異議申立人は別途開示した７方部別資料についても同様に、その地域に在籍する生
徒やその保護者の利益を害することから、高校別の資料を不開示としたこととの整合

性がとれていないと主張するが、地区別の免除率等については、地区に含まれる高校

も複数となることなどから、生徒やその保護者の利益を害するおそれは少ないと判断

し開示したものであり、両決定の整合性を欠くものではない。 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 本件対象公文書について 

   本件開示請求は、県立高等学校の授業料免除制度による授業料免除の状況に係る公

文書について、開示を求めたものである。 

   実施機関が特定した対象公文書には、各県立高等学校ごとの「名称」「在籍者数」、

各免除要件ごとに免除された者の「人数」「延月数」「金額」、「免除実績合計」

「免除率」が記載されており、本件開示請求の趣旨に合致した公文書と認められる。 

 ２ 条例第７条第２号の該当性について 

  (1) 条例第７条第２号の趣旨について 

本号は、プライバシーがいったん開示されると、当該個人に対して回復し難い損

害を与えることがあるため、個人の尊厳と基本的人権を尊重する立場から、プライ

バシーに関する情報については、最大限保護することを目的として規定されたもの

であり、それゆえ本号は、個人に関する情報であって、特定の個人が識別され得る

ような情報が記録されている公文書は、原則として不開示とすることを定めたもの

であると解される。 

ただし、情報の性質、内容によっては、たとえ個人が識別されなくとも特定の集

団に関する情報が、当該集団に属する個人の権利利益を害することもあることか

ら、個人識別性の判断に際しては、このような事情も考慮して解釈する必要がある。 

また、本号ただし書は、個人が識別され得る個人情報には、公知の情報や人の生

命、財産等を保護するために、公にすることが必要な情報が含まれることもあるこ

とから、個人の権利利益を侵害しないもの及び個人の権利利益に優越する公益が認

められる場合には、不開示としないことを限定的に定めたものと解される。 

(2) 条例第７条第２号本文の該当性について 

審査会において対象公文書を見分したところ、対象公文書には授業料免除者の学

校別の人数等の記載はあるが、授業料免除の対象者となっている個人の氏名や住所

などの個人情報は記載されておらず、特定の個人が明確に識別され得るような情報

を記載した公文書ではないと認められる。 

市町村立の小中学校では、就学する生徒の地域が限られることや在籍者数が少
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数である等の状況により、個人が特定されることもありうるが、県立高校は市町

村の域を越える広域的な範囲から生徒が就学しており、また個人が特定されうる

ような在籍者数の少ない高校も対象公文書の記載にはないと認められる。 

実施機関の不開示理由の説明によると、対象公文書を不開示としたのは、特定の

個人が識別され得るような情報が記載された公文書ではないが、授業料免除率が高

い県立高校に在籍する生徒の保護者は所得が低い人が多いといった、他人に知られ

たくない財産の情報が公になることにより、県立高校に在籍する生徒やその保護者

の権利利益を害するおそれがあることをその理由としている。 

特に、授業料免除制度は申請により免除を受ける制度であり、免除率と保護者の

所得は必ずしも比例するとは限らないが、保護者にとっては授業料免除を申請する

ことを後ろめたく感じるような風潮があり、免除率が開示された場合の学校への風

評を懸念するという点が、権利利益を害するおそれの主な理由として述べられた。 

条例では解釈上、特定の個人が識別され得るような情報でなくとも、特定の集団

や限定された地域に関する不名誉な情報や人数の少ない集団に関する情報が、当該

集団に属する個人の権利利益を害することがありうることを想定している。 

このような点から、実施機関の主張するような不開示理由があるかについて判

断するに、まず本県の県立高校の授業料免除制度は申請により免除を受ける制度

であり、その申請状況には学校や地域によりばらつきが見られ、また、生活保護

世帯については制度の適用を除外しているなど、これらの状況を基に作成された

対象公文書に記載された免除率は、県立高校に在籍する生徒の保護者の所得状況を

如実に反映したものではなく、その情報を公開することが県立高校に在籍する生徒

やその保護者の財産の情報を公にすることにはならない。 

次に実施機関が特に主張する権利利益を害するおそれについてであるが、実施

機関の主張する風評については、全く理由がないわけではないが、その口頭によ

る理由説明などから、県立高校に在籍する生徒やその保護者の権利利益を害するお

それが認められるだけの合理的な根拠は認められなかった。 

県立高等学校の授業料免除制度は、生活保護世帯でなくとも主に経済的な理由

で就学が困難な生徒に権利として教育の機会を均等に与えるための制度であるこ

とから、生徒の保護者が制度の利用により授業料の免除を受けることを後ろめた

いこと、不名誉なことと捉えることがないよう、教育行政上の公益的な観点から

も関連する情報を公開し、権利を行使するための環境を整えるべきものである。 

実施機関は世間一般が抱くと推測するイメージをおそれるあまり、情報を公開

することを躊躇するのではなく、県民に適宜情報を提供し、制度に対する誤解を

県民に抱かせないよう説明に努め、免除制度を利用しうる生徒・保護者へ制度を

周知することにより、制度本来の趣旨に沿った運用を行うことが望まれる。 

これらのことから、実施機関の主張するようなおそれを理由とする不開示理由

を採用することはできない。 

最後に、対象公文書に部分的に不開示となる箇所がないか検討するが、対象公

文書に記載のある免除要件の項目によっては、人数が少数のものも見受けられる

が、在籍者数などから一般人の通常の努力により個人を特定できるような記載は
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ないことから、部分的に不開示となる箇所はないと考える。 

以上のことから、本件開示請求に係る対象公文書に記載された情報は、条例第７

条第２号本文の不開示情報に該当するとは認められない。 

 ３ 開示請求の対象となる公文書と情報提供の推進について 

異議申立人は予備的な主張として、対象公文書の開示の際に学校名を秘し、建制順

に並んだ学校の特定を防ぐため無作為に並べるなどの方法を取れば、部分開示は可能

であるとの主張をしているが、条例による開示請求の対象となる公文書は、公文書開

示制度の適正を確保するため、条例第２条第２項の定めるところにより、開示請求時

点において実施機関が保有している公文書を指し、異議申立人の主張するような方法

により、現在保有している公文書を加工して部分開示を行うことは条例の解釈上でき

ない。 
しかしまた条例は、その第１条において公文書の開示と並んで情報提供の推進をそ

の目的としており、これは県民が県政に関する情報を迅速かつ容易に得られるよう、

情報提供の充実に努めることを目指した趣旨である。 

異議申立人は、その意見陳述の内容などから、対象公文書に記載されているすべて

の情報の公開を求めているのではなく、少なくとも必要とする最小限の情報を得たい

との趣旨で本件開示請求を行ったものであり、開示請求の手続のみにより対応した実

施機関の認識と隔たりがあったものと思われる。 

公文書開示制度は、前述したように対象が公文書に限定されるなどの制度上の限界

もあることから、実施機関は県民が必要とする情報を的確に把握し、積極的に公表・

提供することにより、県民が県政に関する正確でわかりやすい情報を、迅速かつ容易

に得られるよう努めるべきであり、実施機関は今後、開示請求の手続のみによるだけ

ではなく、条例の目的に沿った柔軟な情報提供に努めていくべきと考える。 

 ４ 以上から、「第１ 審査会の判断」のとおり判断する。 

 

 第６ 審査会の処理経過 

  当審査会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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別紙 

                                審査会の処理経過 

      年 月 日          処 理 内 容 

平成２１年 ７月２２日 ・諮問書受付 

平成２１年 ７月２７日 ・実施機関に不開示決定理由説明書の提出を要求 

平成２１年 ８月１８日 ・実施機関から不開示決定理由説明書の提出 

平成２１年 ８月２０日 

 

 

・異議申立人に不開示決定理由説明書を送付 

・異議申立人に不開示決定理由説明書に対する意見書の提 

出を要求 

平成２１年 ９月１６日 
 

・異議申立人が不開示決定理由説明書に対する意見書を提 

出 

平成２１年 ９月１７日 

 

・実施機関に異議申立人の不開示決定理由説明書に対する 

意見書の閲覧と交付の希望の有無について照会 

平成２１年 ９月１８日 ・実施機関が異議申立人の意見書の閲覧と交付を希望 

平成２１年 ９月２５日 ・実施機関へ異議申立人の意見書の閲覧と交付を実施 

平成２１年１０月２１日 

  （第１６９回審査会） 
・異議申立ての経過説明 

  審議 

平成２１年１１月１７日 

  （第１７０回審査会） 
・異議申立人から不開示決定理由に対する意見を聴取 

・審議 

平成２１年１２月１５日 

  （第１７１回審査会） 
・実施機関から不開示決定理由について聴取 

・審議 

平成２２年 １月２０日 

  （第１７２回審査会） 
・審議（他県等での開示状況を確認） 

 

平成２２年 ２月１７日 

 （第１７３回審査会） 

・審議 

 

平成２２年 ３月１６日 

  （第１７４回審査会） 
・審議 
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